
地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）（抄） 

 

（関与の意義）  

第二百四十五条 本章において「普通地方公共団体に対する国又は都道府県の関与」とは、普通地方公共団

体の事務の処理に関し、国の行政機関（内閣府設置法 （平成十一年法律第八十九号）第四条第三項に規

定する事務をつかさどる機関たる内閣府、宮内庁、同法第四十九条第一項若しくは第二項に規定する機関、

国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関、法律の規定に基づき内

閣の所轄の下に置かれる機関又はこれらに置かれる機関をいう。以下本章において同じ。）又は都道府県

の機関が行う次に掲げる行為（普通地方公共団体がその固有の資格において当該行為の名あて人となるも

のに限り、国又は都道府県の普通地方公共団体に対する支出金の交付及び返還に係るものを除く。）をい

う。  

一 普通地方公共団体に対する次に掲げる行為  

イ 助言又は勧告 

ロ 資料の提出の要求 

ハ 是正の要求（普通地方公共団体の事務の処理が法令の規定に違反しているとき又は著しく適正を欠

き、かつ、明らかに公益を害しているときに当該普通地方公共団体に対して行われる当該違反の是正

又は改善のため必要な措置を講ずべきことの求めであつて、当該求めを受けた普通地方公共団体が

その違反の是正又は改善のため必要な措置を講じなければならないものをいう。） 

ニ 同意 

ホ 許可、認可又は承認 

ヘ 指示 

ト 代執行（普通地方公共団体の事務の処理が法令の規定に違反しているとき又は当該普通地方公共団

体がその事務の処理を怠つているときに、その是正のための措置を当該普通地方公共団体に代わつ

て行うことをいう。） 

二 普通地方公共団体との協議  

三 前二号に掲げる行為のほか、一定の行政目的を実現するため普通地方公共団体に対して具体的かつ

個別的に関わる行為（相反する利害を有する者の間の利害の調整を目的としてされる裁定その他の行為

（その双方を名あて人とするものに限る。）及び審査請求、異議申立てその他の不服申立てに対する裁決、

決定その他の行為を除く。） 

 

（関与の基本原則）  

第二百四十五条の三  国は、普通地方公共団体が、その事務の処理に関し、普通地方公共団体に対する国

又は都道府県の関与を受け、又は要することとする場合には、その目的を達成するために必要な最小限度

のものとするとともに、普通地方公共団体の自主性及び自立性に配慮しなければならない。 

２～５ （略）  

６ 国は、国民の生命、身体又は財産の保護のため緊急に自治事務の的確な処理を確保する必要がある場

合等特に必要と認められる場合を除き、自治事務の処理に関し、普通地方公共団体が、普通地方公共団体

に対する国又は都道府県の関与のうち第二百四十五条第一号へに規定する行為に従わなければならない

こととすることのないようにしなければならない。 

参考資料８ 



 

（是正の要求）  

第二百四十五条の五 各大臣は、その担任する事務に関し、都道府県の自治事務の処理が法令の規定に違

反していると認めるとき、又は著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害していると認めるときは、当該都道

府県に対し、当該自治事務の処理について違反の是正又は改善のため必要な措置を講ずべきことを求める

ことができる。  

２～４ （略）  

５ 普通地方公共団体は、第一項、第三項又は前項の規定による求めを受けたときは、当該事務の処理につ

いて違反の是正又は改善のための必要な措置を講じなければならない。 

 

（是正の指示）  

第二百四十五条の七 各大臣は、その所管する法律又はこれに基づく政令に係る都道府県の法定受託事務

の処理が法令の規定に違反していると認めるとき、又は著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害している

と認めるときは、当該都道府県に対し、当該法定受託事務の処理について違反の是正又は改善のため講ず

べき措置に関し、必要な指示をすることができる。  

２～４ （略） 

 

（設置及び権限）  

第二百五十条の七 総務省に、国地方係争処理委員会（以下本節において「委員会」という。）を置く。  

２ 委員会は、普通地方公共団体に対する国又は都道府県の関与のうち国の行政機関が行うもの（以下本節

において「国の関与」という。）に関する審査の申出につき、この法律の規定によりその権限に属させられた

事項を処理する。  

 

（国の関与に関する審査の申出）  

第二百五十条の十三 普通地方公共団体の長その他の執行機関は、その担任する事務に関する国の関与の

うち是正の要求、許可の拒否その他の処分その他公権力の行使に当たるもの（次に掲げるものを除く。）に

不服があるときは、委員会に対し、当該国の関与を行つた国の行政庁を相手方として、文書で、審査の申出

をすることができる。  

一 第二百四十五条の八第二項及び第十三項の規定による指示  

二 第二百四十五条の八第八項の規定に基づき都道府県知事に代わつて同条第二項の規定による指示に

係る事項を行うこと。  

三 第二百五十二条の十七の四第二項の規定により読み替えて適用する第二百四十五条の八第十二項に

おいて準用する同条第二項の規定による指示  

四 第二百五十二条の十七の四第二項の規定により読み替えて適用する第二百四十五条の八第十二項に

おいて準用する同条第八項の規定に基づき市町村長に代わつて前号の指示に係る事項を行うこと。  

２・３ （略）  

４ 第一項の規定による審査の申出は、当該国の関与があつた日から三十日以内にしなければならない。た

だし、天災その他同項の規定による審査の申出をしなかつたことについてやむを得ない理由があるときは、

この限りでない。  

５ 前項ただし書の場合における第一項の規定による審査の申出は、その理由がやんだ日から一週間以内に



しなければならない。  

６・７ （略）  

 

（審査及び勧告）  

第二百五十条の十四 委員会は、自治事務に関する国の関与について前条第一項の規定による審査の申出

があつた場合においては、審査を行い、相手方である国の行政庁の行つた国の関与が違法でなく、かつ、

普通地方公共団体の自主性及び自立性を尊重する観点から不当でないと認めるときは、理由を付してその

旨を当該審査の申出をした普通地方公共団体の長その他の執行機関及び当該国の行政庁に通知するとと

もに、これを公表し、当該国の行政庁の行つた国の関与が違法又は普通地方公共団体の自主性及び自立

性を尊重する観点から不当であると認めるときは、当該国の行政庁に対し、理由を付し、かつ、期間を示して、

必要な措置を講ずべきことを勧告するとともに、当該勧告の内容を当該普通地方公共団体の長その他の執

行機関に通知し、かつ、これを公表しなければならない。  

２ 委員会は、法定受託事務に関する国の関与について前条第一項の規定による審査の申出があつた場合

においては、審査を行い、相手方である国の行政庁の行つた国の関与が違法でないと認めるときは、理由

を付してその旨を当該審査の申出をした普通地方公共団体の長その他の執行機関及び当該国の行政庁に

通知するとともに、これを公表し、当該国の行政庁の行つた国の関与が違法であると認めるときは、当該国

の行政庁に対し、理由を付し、かつ、期間を示して、必要な措置を講ずべきことを勧告するとともに、当該勧

告の内容を当該普通地方公共団体の長その他の執行機関に通知し、かつ、これを公表しなければならな

い。  

３・４ （略）  

５ 前各項の規定による審査及び勧告は、審査の申出があつた日から九十日以内に行わなければならない。 

 

（国の行政庁の措置等）  

第二百五十条の十八 第二百五十条の十四第一項から第三項までの規定による委員会の勧告があつたとき

は、当該勧告を受けた国の行政庁は、当該勧告に示された期間内に、当該勧告に即して必要な措置を講ず

るとともに、その旨を委員会に通知しなければならない。この場合においては、委員会は、当該通知に係る

事項を当該勧告に係る審査の申出をした普通地方公共団体の長その他の執行機関に通知し、かつ、これを

公表しなければならない。  

２ （略） 

 

（自治紛争処理委員）  

第二百五十一条 自治紛争処理委員は、この法律の定めるところにより、普通地方公共団体相互の間又は普

通地方公共団体の機関相互の間の紛争の調停、普通地方公共団体に対する国又は都道府県の関与のう

ち都道府県の機関が行うもの（以下本節において「都道府県の関与」という。）に関する審査及びこの法律の

規定による審査請求、再審査請求、審査の申立て又は審決の申請に係る審理を処理する。  

２ 自治紛争処理委員は、三人とし、事件ごとに、優れた識見を有する者のうちから、総務大臣又は都道府県

知事がそれぞれ任命する。この場合においては、総務大臣又は都道府県知事は、あらかじめ当該事件に関

係のある事務を担任する各大臣又は都道府県の委員会若しくは委員に協議するものとする。  

３～５ （略） 

 



（調停）  

第二百五十一条の二 普通地方公共団体相互の間又は普通地方公共団体の機関相互の間に紛争があると

きは、この法律に特別の定めがあるものを除くほか、都道府県又は都道府県の機関が当事者となるものに

あつては総務大臣、その他のものにあつては都道府県知事は、当事者の文書による申請に基づき又は職

権により、紛争の解決のため、前条第二項の規定により自治紛争処理委員を任命し、その調停に付すること

ができる。  

２ （略） 

３ 自治紛争処理委員は、調停案を作成して、これを当事者に示し、その受諾を勧告するとともに、理由を付し

てその要旨を公表することができる。  

４ （略）  

５ 自治紛争処理委員は、調停による解決の見込みがないと認めるときは、総務大臣又は都道府県知事の同

意を得て、調停を打ち切り、事件の要点及び調停の経過を公表することができる。  

６ （略）  

７ 第一項の調停は、当事者のすべてから、調停案を受諾した旨を記載した文書が総務大臣又は都道府県知

事に提出されたときに成立するものとする。この場合においては、総務大臣又は都道府県知事は、直ちにそ

の旨及び調停の要旨を公表するとともに、当事者に調停が成立した旨を通知しなければならない。  

８～１０ （略） 

 

（審査及び勧告）  

第二百五十一条の三 総務大臣は、市町村長その他の市町村の執行機関が、その担任する事務に関する都

道府県の関与のうち是正の要求、許可の拒否その他の処分その他公権力の行使に当たるもの（次に掲げる

ものを除く。）に不服があり、文書により、自治紛争処理委員の審査に付することを求める旨の申出をしたと

きは、速やかに、第二百五十一条第二項の規定により自治紛争処理委員を任命し、当該申出に係る事件を

その審査に付さなければならない。  

一 第二百四十五条の八第十二項において準用する同条第二項の規定による指示  

二 第二百四十五条の八第十二項において準用する同条第八項の規定に基づき市町村長に代わつて前号

の指示に係る事項を行うこと。  

２ 総務大臣は、市町村長その他の市町村の執行機関が、その担任する事務に関する都道府県の不作為（都

道府県の行政庁が、申請等が行われた場合において、相当の期間内に何らかの都道府県の関与のうち許

可その他の処分その他公権力の行使に当たるものをすべきにかかわらず、これをしないことをいう。以下本

節において同じ。）に不服があり、文書により、自治紛争処理委員の審査に付することを求める旨の申出をし

たときは、速やかに、第二百五十一条第二項の規定により自治紛争処理委員を任命し、当該申出に係る事

件をその審査に付さなければならない。  

３ 総務大臣は、市町村長その他の市町村の執行機関が、その担任する事務に関する当該市町村の法令に

基づく協議の申出が都道府県の行政庁に対して行われた場合において、当該協議に係る当該市町村の義

務を果たしたと認めるにもかかわらず当該協議が調わないことについて、文書により、自治紛争処理委員の

審査に付することを求める旨の申出をしたときは、速やかに、第二百五十一条第二項の規定により自治紛

争処理委員を任命し、当該申出に係る事件をその審査に付さなければならない。  

４～６ （略） 

７  第二百五十条の十三第七項、第二百五十条の十四第四項及び第五項並びに第二百五十条の十五から



第二百五十条の十七までの規定は、第三項の規定による申出について準用する。（以下略）  

８  （略） 

９ 第五項において準用する第二百五十条の十四第一項若しくは第二項又は第六項において準用する第二百

五十条の十四第三項の規定による自治紛争処理委員の勧告があつたときは、当該勧告を受けた都道府県

の行政庁は、当該勧告に示された期間内に、当該勧告に即して必要な措置を講ずるとともに、その旨を総務

大臣に通知しなければならない。この場合においては、総務大臣は、当該通知に係る事項を当該勧告に係

る第一項又は第二項の規定による申出をした市町村長その他の市町村の執行機関に通知し、かつ、これを

公表しなければならない。  

１０～１５ （略） 

 

（国の関与に関する訴えの提起）  

第二百五十一条の五  第二百五十条の十三第一項又は第二項の規定による審査の申出をした普通地方公

共団体の長その他の執行機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、高等裁判所に対し、当該審査

の申出の相手方となつた国の行政庁（国の関与があつた後又は申請等が行われた後に当該行政庁の権限

が他の行政庁に承継されたときは、当該他の行政庁）を被告として、訴えをもつて当該審査の申出に係る違

法な国の関与の取消し又は当該審査の申出に係る国の不作為の違法の確認を求めることができる。ただし、

違法な国の関与の取消しを求める訴えを提起する場合において、被告とすべき行政庁がないときは、当該

訴えは、国を被告として提起しなければならない。  

一 第二百五十条の十四第一項から第三項までの規定による委員会の審査の結果又は勧告に不服がある

とき。  

二 第二百五十条の十八第一項の規定による国の行政庁の措置に不服があるとき。  

三 当該審査の申出をした日から九十日を経過しても、委員会が第二百五十条の十四第一項から第三項ま

での規定による審査又は勧告を行わないとき。  

四 国の行政庁が第二百五十条の十八第一項の規定による措置を講じないとき。  

２ 前項の訴えは、次に掲げる期間内に提起しなければならない。  

一 前項第一号の場合は、第二百五十条の十四第一項から第三項までの規定による委員会の審査の結果

又は勧告の内容の通知があつた日から三十日以内  

二 前項第二号の場合は、第二百五十条の十八第一項の規定による委員会の通知があ つた日から三十

日以内  

三 前項第三号の場合は、当該審査の申出をした日から九十日を経過した日から三十日以内  

四 前項第四号の場合は、第二百五十条の十四第一項から第三項までの規定による委員会の勧告に示さ

れた期間を経過した日から三十日以内 

３～１０ （略） 

 

（都道府県の関与に関する訴えの提起）  

第二百五十二条 第二百五十一条の三第一項又は第二項の規定による申出をした市町村長その他の市町村

の執行機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、高等裁判所に対し、当該申出の相手方となつた都

道府県の行政庁を被告として、訴えをもつて当該申出に係る違法な都道府県の関与の取消し又は当該申出

に係る都道府県の不作為の違法の確認を求めることができる。（各号略） 

２～６ （略） 


